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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第128期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第127期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 9,903 47,272

経常利益 (百万円) 754 2,566

四半期(当期)純利益 (百万円) 444 1,410

純資産額 (百万円) 25,726 26,030

総資産額 (百万円) 60,074 62,076

１株当たり純資産額 (円) 998.67 1,010.45

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 17.26 54.77

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 42.8 41.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,697 2,511

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △873 578

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,172 △1,465

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,206 4,691

従業員数 (名) 780 771

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

EDINET提出書類

株式会社酉島製作所(E01636)

四半期報告書

 2/25



２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 780(71)

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。

２　従業員数は、嘱託社員(145人)を除いている。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 604(66)

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。

２　従業員数は、嘱託社員(119人)を除いている。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の内容ごとに示すと、次のとおりである。
　

事業の内容 金額(百万円)

ポンプ事業 12,166

環境事業 278

新エネルギー事業 110

合計 12,555

(注) 金額は販売価額によっており、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の内容ごとに示すと、次のとおりである。
　

事業の内容 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

ポンプ事業 14,957 53,398

環境事業 234 1,073

新エネルギー事業 105 130

合計 15,297 54,603

(注) 金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の内容ごとに示すと、次のとおりである。
　

事業の内容 金額(百万円)

ポンプ事業 9,569

環境事業 254

新エネルギー事業 80

合計 9,903

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

斗山重工業ジャパン㈱ 1,616 16.3

PUBLIC AUTHORITY FOR
INDUSTRY（クウェート）

1,191 12.0

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間の売上高は、海外向けの水資源・エネルギー関連需要が拡大したことに

より9,903百万円を計上した。収益面については、前記売上高の増加などにより、当第１四半期連結会計

期間の営業利益は385百万円となり、売上高営業利益率は3.9％となった。 

　経常利益は、営業外収益として、受取配当金を133百万円計上したこと及び前連結会計年度末からの円

安による為替差益を170百万円計上したことにより754百万円となり、売上高経常利益率は7.6％となっ

た。 

　税引後の四半期純利益は444百万円となり、売上高四半期純利益率は4.5％となった。なお、１株当たり

四半期純利益は17.26円となった。 

　

(2) 財政状態の分析

当社グループは、「成長戦略の徹底」「オペレーション品質の向上」「ＣＳＲの推進（企業の社会

的責任）」の三項目の経営方針のもと、健全な企業体質の実現に取り組み、中期的には平成22年3月期、

自己資本利益率（ROE）6.0％、受注高500億円、売上高490億円、営業利益33億円、経常利益35億円を目指

している。

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ2,001百万円減少し60,074

百万円となった。これは主に、前連結会計年度末に売上高の増加に伴い増加していた受取手形及び売掛

金が減少（前連結会計年度比3,839百万円減少）したこと、株価回復に伴い投資有価証券が増加（前連

結会計年度比779百万円増加）したこと及び関係会社向けの長期貸付金が増加（前連結会計年度比507

百万円増加）したことなどによるものであり、流動資産が減少し固定資産が増加したものである。

　負債は、前連結会計年度に比べ1,697百万円減少し34,347百万円となった。これは短期借入金が減少

（前連結会計年度比3,976百万円減少）したこと及び前受金が増加（前連結会計年度比1,957百万円増

加）したことなどによるものである。

　純資産については、前連結会計年度に比べ304百万円減少し25,726百万円となった。これは繰延ヘッジ

損益が減少（前連結会計年度比453百万円減少）したこと及び為替換算調整勘定が減少（前連結会計

年度比478百万円減少）したことなどによるものである。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ1,484百万円減少し、3,206百万円となった。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は3,697百万円となった。これは、税金等調整前四半期純利益が754百万円に

なったこと、また、たな卸資産の増加2,054百万円などの資金の減少はあったが、売上債権の減少3,531百

万円、前受金の増加2,048百万円などの資金の増加があったことによるものである。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の減少は873百万円となった。これは、有形固定資産の取得による支出271百万円、

貸付けによる支出522百万円などの資金の減少があったことによるものである。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は4,172百万円となった。これは、短期借入金の減少3,980百万円、配当金の

支払182百万円などの資金の減少があったことによるものである。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりである。

1.基本方針の内容

当社は、株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による

当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

に資するものである限り、これを一概に否定するものではない。最終的には株式の大規模買付提案に応じ

るかどうかは株主の決定に委ねられるべきだと考えている。 

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けること

ができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるもの

や、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主が最終的な決定をするた

めに必要な情報が十分に提供されないものもある。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付

提案者との交渉などを行う必要があると考えている。

2.基本方針の実現のための取組み 

①基本方針の実現に資する特別な取組み

(a)　当社は「金銭の赤字は出しても、信用の赤字は出すな」を社是に、人類の生活とは不可分であ

るポンプ事業を推進し、優れた製品・技術・サービスの提供を通じて、社会の発展、文化の向上

に貢献してきた。 

　21世紀は「水とエネルギーと環境の時代」といわれており、こうした人類が抱える大きな課題

は当社グループが長年培ってきた、様々な技術を生かせるものである。 

　当社グループは人類が必要としている技術を一層高度化させ、これからも人類の持続的な進歩

に貢献する、価値ある活動を続けたいと考えている。 

(b)　当社はコーポレートガバナンスの強化と迅速な経営判断を行うため、次のように取組んでい

る。

(ⅰ)経営監督機関として取締役会を設置している。

(ⅱ)執行役員制度を導入し、経営における監督機能を担う取締役と業務執行を担う執行役員の責任

と役割を明確化している。

(ⅲ)社長の最高協議機関として、子会社を含む執行役員を構成メンバーとした経営会議を設置して

いる。

(ⅳ)ＣＳＲ本部を中心に内部統制システムの整備に取組んでいる。

②基本方針に照らして不適切な者が支配することを防止するための取組み

(a)　本基本方針は以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式の買付けまたはこれに類似する行為

（ただし、当社取締役会が承認したものを除く。以下、「大規模買付等」）がなされる場合を適

用対象とし、大規模買付等を行い、または行おうとする者（以下「買付者等」）は、予め本プラ

ンに定められる手続きに従わなければならないものとする。

(ⅰ)当社が発行者である株式について、保有者の株式保有割合が20％以上となる買付け

(ⅱ)当社が発行者である株式について、保有者の公開買付けに係る株式の株式所有割合及びその特

別関係者の株式所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

(b)　買付者等に対し当該買付者等が大規模買付等に際して手続きを遵守する旨の誓約文言等を記

載した書面（以下「意向表明書」）の提出を求める。

(c)　意向表明書の提出があった場合には、買付者等に対し大規模買付等に対する株主の判断のため

に必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」）の提供を求める。 

　なお、株主の判断に必要な情報については随時開示する。 

　また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提案が十分になされたと認めた場合には、

その旨を買付者等に通知するとともに、速やかにその旨を開示する。 
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(d)　買付者等が上記(b)から(c)までに規定する手続きを遵守しなかった場合、若しくは、買付者等

による大規模買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合

には、対抗措置の発動の決議を行うものとする。

 　　当社取締役会は、対抗措置の発動の決議に先立ち、株主の意思を確認することが適切と判断する

場合、下記(e)に定める手続きを行うものとする。

 　　また、上記(b)から(c)までに規定する手続きを遵守した場合であっても、買付者等による大規模

買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を損なう虞があるものと認められる場合であって、

対抗措置の発動決議を行うことが相当と認められる場合には、対抗措置の内容及びその発動の

賛否に関し、株主の意思を確認するために下記(e)に定める手続きを行うものとする。

 　　この場合、当社取締役会は、下記(e)に定める株主意思確認総会または書面投票の決定に従って、

当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動または

不発動の決議を行う。

(e)　株主意思の確認手続きとして、株主意思確認総会における株主投票、または書面投票のいずれ

かを選択し実施するものとする。株主意思確認総会は、定時株主総会または臨時株主総会とあわ

せて開催する場合もある。 

 　　当社取締役会は、投票基準日確定までに、株主意思確認総会または書面投票のいずれによって株

主意思の確認を行うのかを決定するものとし、決定内容を速やかに情報開示を行う。

 　　また、当社取締役会は、株主意思確認総会または書面投票を実施した場合には、投票結果その他

当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行う。

(f)　当社取締役会が上記(e)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後または発動後において

も、(ⅰ)買付者等が大規模買付等を中止した場合、または(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断

の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

という観点から発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合

には、当社取締役会は、対抗措置の中止または発動の停止を行う。

　　 当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と

判断する事項について、情報開示を行う。

(g)大規模買付等の開始時期 

 　　買付者等は、上記(b)から(e)に規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置

の発動、または不発動の決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものと

する。

(h)　対抗措置の具体的内容 

 　　当社取締役会が発動する対抗措置としては、原則として新株予約権（以下「本新株予約権」）

の無償割当てを行う。ただし、会社法その他の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措

置を発動することが適当と判断される場合には当該その他の対抗措置を用いることもある。

　　 当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、対抗措置の中止または

発動の停止を決定することがある。

(i)　本プランの有効期間、廃止及び変更  

 　  本プランの有効期間は、平成23年6月開催予定の定時株主総会終結の時までである。

 　　ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止

の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるもの

とする。

 　　また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議

がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとする。
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3.具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

①　当社取締役会は上記(2)の取組みは上記(1)の基本方針に沿ったものであり、買付者等が本プラン

に定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合を除き、買付者等による大規模

買付等に対する対抗措置の発動について株主の意思を直接確認するものであることから株主共同

の利益を損なうものではないと判断する。

②　当社取締役会は上記(2)の取組みは合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して

いることから、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断する。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は153百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,889,07929,889,079

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 29,889,07929,889,079― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年６月30日

― 29,889,079 ― 1,592 ― 4,612
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(5) 【大株主の状況】

　

(注)　当第１四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール　エルエル

シーから、平成20年５月22日付で関東財務局長に大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり（報告義務発生

日　平成20年５月15日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けているが、当社として当第１四半期会計期

間末の実質所有株式数の確認ができていない。

　　　なお、その大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりである。

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城山トラストタワー

1,252 4.2

エフエムアール　エルエルシー
米国　02109　マサチューセッツ州　ボストン、
デヴォンジャー・ストリート82

41 0.1

計 ― 1,294 4.3

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,140,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 25,706,700257,067 ―

単元未満株式 普通株式 41,679 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 29,889,079― ―

総株主の議決権 ― 257,067 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権の数２個)が含まれている。  

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれている。 

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社酉島製作所

大阪府高槻市
宮田町一丁目１番８号

4,140,700― 4,140,700 13.8

計 ― 4,140,700― 4,140,700 13.8

　

EDINET提出書類

株式会社酉島製作所(E01636)

四半期報告書

11/25



２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 1,9801,8482,360

最低(円) 1,6621,6691,850

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものである。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,206 4,691

受取手形及び売掛金 15,705 19,545

有価証券 7 7

半製品 173 157

原材料 884 757

仕掛品 10,792 8,973

貯蔵品 28 27

その他 4,216 4,145

貸倒引当金 △4 △9

流動資産合計 35,011 38,295

固定資産

有形固定資産 ※１
 7,134

※１
 7,125

無形固定資産 ※２
 57

※２
 62

投資その他の資産

投資有価証券 15,958 15,179

その他 1,965 1,466

貸倒引当金 △53 △53

投資その他の資産合計 17,871 16,593

固定資産合計 25,062 23,781

資産合計 60,074 62,076

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,405 12,960

短期借入金 2,223 6,199

未払法人税等 243 645

前受金 5,832 3,875

賞与引当金 432 732

製品保証引当金 665 433

工事損失引当金 1,227 1,024

その他 2,316 1,460

流動負債合計 25,345 27,330

固定負債

長期借入金 4,357 4,332

退職給付引当金 1,967 1,969

債務保証損失引当金 135 135

その他 2,542 2,278

固定負債合計 9,002 8,715

負債合計 34,347 36,045
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,592 1,592

資本剰余金 4,612 4,612

利益剰余金 17,715 17,476

自己株式 △2,185 △2,183

株主資本合計 21,734 21,497

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,422 4,032

繰延ヘッジ損益 △202 250

為替換算調整勘定 △241 237

評価・換算差額等合計 3,978 4,519

少数株主持分 13 13

純資産合計 25,726 26,030

負債純資産合計 60,074 62,076
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 9,903

売上原価 8,045

売上総利益 1,858

販売費及び一般管理費 ※１
 1,473

営業利益 385

営業外収益

受取配当金 133

為替差益 170

持分法による投資利益 47

受取賃貸料 17

その他 53

営業外収益合計 421

営業外費用

支払利息 36

その他 16

営業外費用合計 53

経常利益 754

税金等調整前四半期純利益 754

法人税等 309

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 444
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 754

減価償却費 204

製品保証引当金の増減額（△は減少） 232

工事損失引当金の増減額（△は減少） 203

受取利息及び受取配当金 △143

支払利息 36

売上債権の増減額（△は増加） 3,531

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,054

仕入債務の増減額（△は減少） △342

前受金の増減額（△は減少） 2,048

その他 △212

小計 4,257

利息及び配当金の受取額 149

利息の支払額 △27

法人税等の支払額 △682

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,697

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △271

投資有価証券の取得による支出 △87

投資有価証券の売却による収入 2

貸付けによる支出 △522

その他 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △873

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,980

長期借入金の返済による支出 △7

配当金の支払額 △182

その他 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,172

現金及び現金同等物に係る換算差額 △136

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,484

現金及び現金同等物の期首残高 4,691

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,206
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

(１)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価低下による簿価切下げの方法）に変更して

いる。

なお、これにより損益に与える影響はない。

 

(２)リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号)を当第１四半期連結会計期間か

ら早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、リース資産として計上して

いる。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法に

よっている。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用している。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、リー

ス資産が有形固定資産に42百万円計上され、損益に

与える影響はない。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっている。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっている。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用している。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

いる。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 13,745百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　13,531百万円

※２　のれん　　　　　　　　　　　　　　 18百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　 39百万円

※２　のれん　　　　　　　　　　　　　　　22百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　　40百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　従業員給料及び手当 404百万円

　賞与引当金繰入額 141百万円

　退職給付費用 31百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,206百万円

現金及び現金同等物 3,206百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,889,079

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,141,558

　

　

３　配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 205 ８ 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当社グループの事業の種類別セグメントは、ポンプ事業、環境事業、新エネルギー事業の３区分とし

ていたが、当第１四半期連結累計期間において、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占

めるポンプ事業の割合がいずれも90％を超えており、今後も同様の状況が見込まれるため、当第１四半

期連結累計期間より事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略している。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア 中東 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,446 4,136 807 6,390

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 9,903

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.6 41.8 8.1 64.5

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２　各区分に属する主な国又は地域 

　(1) アジア…………ベトナム、中国、香港 

　(2) 中東……………サウジアラビア、クウェート、カタール、アラブ首長国連邦

　(3) その他の地域…アルジェリア、オーストラリア、メキシコ 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

998.67円 1,010.45円

(注)　１株当たり純資産額の算定の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 25,726

普通株式に係る純資産額(百万円) 25,713

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 13

普通株式の発行済株式数(株) 29,889,079

普通株式の自己株式数(株) 4,141,558

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

25,747,521

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第１四半期連結累計期間
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 17.26円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 444

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 444

普通株式の期中平均株式数(株) 25,747,804

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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２【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成20年８月５日

株式会社　酉 島 製 作 所

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　伯　　川　　志　　郎　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　白　　水　　一　　信　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社酉島製作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社酉島製作所及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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